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全自日産分会関係資料「浜賀コレクション」について

吉 田 誠

は じ め に

周知のように，日本の自動車産業は，第二次世界大戦後，日本の高度成長と軌を一

にして成長をとげ，１９７０年代の２度のオイルショックを経るなかで世界の自動車産

業のトップランナーとなった。１９８０年代には，日本における自動車産業の成功の要

因として，トヨタ生産システムを代表とする独特の生産管理（大野，１９７８，門田，

１９８６），作業管理・人員管理（小山編，１９８５，野原・藤田編，１９８８など）のあり方，

またそうした生産方式の導入を可能にした日本的な労使関係が注目を集めてきた
�
。

日本の自動車産業における労使関係については，戦後初期に大きな転換を経験して

きたことが広く知られている。日産，トヨタ，いすゞの労働組合を中心に１９４８年に

（１） 日本の自動車産業についての労使関係の評価の変遷をここで簡単に示しておくなら
ば，初期においては労使の癒着ともいうべき労働組合の規制力のなさが強搾取的なシス
テムの導入を可能にしているという Dohse et. al.（１９８５）などを典型とする見方が主流を
占めていた。これに対し，日産とトヨタの違いに着目し，戸塚・兵藤（１９９０），上井
（１９９４）では労働組合の右派的潮流のなかにも組合規制が実施されており，そうした組
合がある場合にはフレキシビリティの確保が難しくなるとされた。
他方，近年の自動車産業の労使関係の精力的な研究としては，石田光男を中心とした

グループのものがある（石田他，１９９７，石田・富田・三谷，２００９）。彼らの見解は，対
抗的労使関係を労働組合の範型として，その立場から現行の労働組合の規制力のなさを
問題にするのは間違っており，労使協議を中心とした会社と組合の調整を積極的に評価
すべきだというものである。
これに対し長年にわたりトヨタ自動車の労働過程を研究してきた野原（２００８）は，石

田らの描いた自動車産業における労使関係の特徴，およびその評価に一定の理解を示し
ながらも，しかしなお「労働組合は労働者を守っているのか」との疑問を投げかけてい
る。
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結成された全日本自動車産業労働組合（略称全自）は，経営側に対して，職場闘争や

ストライキを用いた激しい賃上げ闘争や職場規制を行ってきた（熊谷・嵯峨，１９８３，

上井，１９９４，吉田，２００７など）。だが，戦闘的組合として名を馳せた全自も，１９５３年

の日産争議における日産分会の敗北を契機に，翌年末には解散という「未曾有の悲劇」

（労働省，１９５５，p.８６６）に終わる。日産争議中に全自日産分会から分裂した日産自動

車労働組合（以下日産労組と略）は労使協調を基調としており，全自の解散を機に企

業別組合に戻ることとなった各自動車メーカーの組合も，会社側との協調関係に方向

転換していったのである。

本稿で紹介するのは，こうした労使関係の転換期となった１９４０年代末から５０年代

半ばまでの全自，全自日産分会，日産自動車，日産労組の文書を収集されてきた浜賀

知彦氏の所蔵資料，いわゆる浜賀コレクションである。

筆者は２００３年に浜賀氏から半年間ほど浜賀コレクションを借り受ける機会があ

り
�
，その間に全資料を複写し，その後の研究のなかで利用してきた（吉田，２００４

abc，２００５，２００６a，２００６b，２００７，２０１０）。これら拙稿においても簡単な紹介を行っ

てきたが（吉田，２００４a，２００７），その全容についての紹介は全体の整理の進�状態

の遅滞からできずにきた。しかし，２００９年に浜賀コレクションの詳細な目録の作成

を研究計画の一つに掲げた科学研究費の申請が採択され（平成２１年度科学研究費補

助金 基盤研究 C 課題番号２１５３０５３１「戦後初期における企業内秩序の形成過程」），

この度，目録の完成に目処がたったので，本稿においてその概要を紹介することにし

たい。

１．浜賀知彦氏について

まず，浜賀知彦氏（１９２６年～）について紹介しておこう。浜賀氏は１９４６年４月に

日産に入社し，横浜工場の工具製作課の工員として働く。全自日産分会員としての活

動では，同課鍛造型仕上げ班の職場委員を経験した他，組合の文化活動に積極的に参

画しており，１９４９年と１９５３年の争議中には闘争詩集の発行にたずさわっている。日

（２） 筆者が浜賀コレクションを借り受けることになった経緯については拙著（２００７）の「あ
とがき」を参照されたい。
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産争議敗北後，会社の配転攻撃や第二組合からのいやがらせを受けながらも，分会員

として活動を続けられた。１９５６年の日産分会解散後も日産労組に移ることを拒否し，

その結果，日産の退職を余儀なくされた。

氏によれば，日産退職後も日産労組から嫌がらせを受けたという。日産退職後に勤

務していた中小企業は日産と取引関係があり，氏がそこで働いていることがわかると

社長に対して氏を辞めさせるよう圧力がかかるようになった。その結果，浜賀氏はそ

の会社を退職せざるを得なくなったとのことである
�
。

氏は東京南部地域の文化サークル関係の資料を精力的に収集してきたことでも知ら

れ，２００９年には氏の収集した資料をもとに『東京南部サークル雑誌集成』全３巻（不

二出版）が出版されている。また著書として香川県小豆島出身の農民・反戦作家であ

る黒島伝治の伝記（浜賀，１９９０）がある。

なお，浜賀氏所蔵資料を浜賀コレクションと呼ぶことについては，浜賀氏が１９９０

年代にワープロでその概要を示した目録『１９５３・日産争議 関連資料 一覧』を作成

し，関係者に配布しており，その目録の副題に「浜賀コレクションによる」と記され

ていることに由来する。本稿では収集者の浜賀氏に敬意を表し，この名称を使わせて

いただくことにする。

２．浜賀コレクションの概要

浜賀コレクションは８００弱の文書資料からなる。文書の種類は本，雑誌，冊子，書

類，チラシなどであるが，その作成主体は次の７つに分類することができる。全自（本

部および地域支部），全自日産分会，日産分会の職場グループ，全自他分会，会社，

日産労組，その他団体である。以下ではこの分類に則り，どのような文書が収集され

ているのか紹介しよう。

Ａ．全自関係文書

全自関係文書としては，全自本部が出していた機関紙『全自動車』８７号分が収集

（３） 浜賀氏からの聞き取りによる（２００４年９月３日）。
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されている。『全自動車』は月に２～３回発行されていた機関紙である。収集されて

いるのは，５６号（１９４９年１１月１６日）
�
から１９９号

�
（１９５４年１１月２０日）までである。

この期間の全発行号数は１４４号分となり，また収集されているなかには２１部の号外

も含んでいるため，欠落している号数は７８号分となる。なお２１冊の号外については

１９５２年秋と１９５３年夏に集中している。

また，支部で発行されていた機関紙等も�かながらであるが収集されている。全自

京浜支部が発行していた機関紙『全自動車京浜』が７号分，同支部の大会議案と執行

委員会資料が若干，全自神奈川支部の支部委員会資料が１部残っている。全自の地域

での活動はあまり知られてはおらず，量的には十分とはいえないものの，こうした支

部活動の状況を伝える資料は，研究史上の空白を埋めるために有用であろう。

Ｂ．全自日産関係文書

浜賀コレクションの大部をなすのが全自日産関係の文書であり，またその価値の多

くはこの部分にある。日産分会は１９５６年に解散し，その資料の多くが散逸してしまっ

ているからである。特に内部文書など，これまで未発見の貴重な資料が多い。

�『日産旗』：全自日産分会の雑誌である『日産旗』については９冊収集されてい

る。うち１９５３年に発行された雑誌は『平和』というタイトルになっている。１９４８年，４９

年が各３号，１９５１年から５３年が各１号である。なお日産分会と名称変更するまで

１９４８年から４９年については日産重工業労働組合である。掲載されている記事は，組

合史・闘争史や組合の方針等にとどまらず，組合員の書いた小説，エッセー，短歌な

ども含まれており，戦後初期の労働者の活発な文化活動を知ることができる
�
。

（４）１９４９年１０月以前についての『全自動車』についてはプランゲ文庫に所蔵されている。
プランゲ文庫とは，１９４５年から４９年にかけて連合国軍総司令部の民間検閲部が検閲の
ために収集していた出版物をゴードン・W・プランゲ博士が譲り受け，メリーランド大
学に寄贈したもの。現在マイクロ・フィルム化され，国内でも国会図書館等で閲覧が可
能である。ただし，検閲前の文書なので，検閲によって削除された場合，その後，紙面
にどのような記事が掲載されたのかについては別途確認が必要となるのは言うまでもな
い。

（５）１９９号は全自解散が決定する１９５４年１２月の臨時大会議案書として発行されたが，
誤って１８９号と記されている。
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�『日産旗旬報』：『日産旗旬報』は，旬刊で発行されていた全自日産分会の機関紙

である。第８８・８９合併号（１９４９年９月２１日）までは日産重工業労働組合，第９０号

から第１２１号までは日産自動車労働組合，以降は全自動車日産分会のクレジットと

なっており，組合名称変更の軌跡を示している。１９５４年からは財政状況の悪化もあっ

てか『日産旗旬報』にかわって，『日産旗』となっている。上で紹介した雑誌として

の『日産旗』とは異なった扱いとし，『日産旗旬報』の後継紙としてここでは扱う。

浜賀コレクションには７３号分が所蔵されている。第５４号（１９４８年９月１日）か

ら１９５４年１１月２７日に発行された号外までである。号数のついたものとしては１７９

号（１９５３年１月１日）までがあるが，欠落している号数が多い
�
。『日産旗旬報』につ

いては山本潔氏（東京大学名誉教授）が収集し，後に東京大学社会科学研究所に移管

されたもの
�
（日本争議史研究会，１９９１，p.４３７）が有名であり，これまで多くの研究

者によって用いられてきた（山本，１９７８，熊谷・嵯峨，１９８３，黒田，１９８４ab，１９８６，

上井，１９９４など）。

しかし，この東大社研所蔵の『日産旗旬報』は第１７３号（１９５２年９月１日）まで

しか収集されておらず，それゆえ既存の研究では賃金原則および三本柱の賃金を立て

て闘うことになる１９５２年秋以降についての動向については等閑視されることの原因

ともなってきた。浜賀コレクションに収められている『日産旗旬報』は，１９５２年９

月から１９５３年１月までについては２号分（１７２号および１７６号）を除いて全て揃っ

ており，これまでの研究史上の穴を埋めることになる（吉田，２００４ab）。また同研究

所蔵資料において欠号となっているもののうち，８号分（６０号，６１号，８７号，８８－

（６） なお当時の日産の労働者の文化活動を示す別の資料としては，神奈川県立図書館郷土
資料室に日産自動車厚木工場労組文化部が発行した『厚木文学』の第２巻５・６号と第
３巻７号が所蔵されている。

（７）１９４９年１０月以前についての『日産旗旬報』については，『全自動車』と同じくプラン
ゲ文庫に所蔵されている。

（８） 第１号から第１７３号（１９５２年９月１日）までが所蔵されているが，そのうち４号，６
号，８号，１２号，１６号，２４号，２９号，３０号，４７号，５０－５３号，５６号，５７号，５９－６１
号，６７号，８７－８９号，９５号，９９号，１２７号，１４４号，１６８号，１６９号を欠いているとの
ことである（東京大学社会科学研究所図書室からの私信。２０１０年６月３日）。なお，ウェ
ブサイトから検索できる「東京大学社会科学研究所図書室所蔵文庫・コレクション紹介」
中の「社会・労働関係マイクロ・フィルム資料」の目録には掲載されていない（http://
library.iss.u-tokyo.ac.jp／２０１０年６月３日閲覧）。
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８９合併号，９９－１００合併号，１２７号，１４４号，１６８号）が浜賀コレクションには残って

いることがわかっている
�
。両者の資料を相補うことで，これまで見落とされてきた事

実や論点が浮上する可能性もある。

�日産争議後のチラシ類：１９５３年争議敗北後，『新斗争ニュース』と題されたチラ

シが出され，２号（１９５３年９月）から１０号（１９５３年１０月１５日）までのうち８号分

が収集されている。また同年末に日産分会員に対する懲戒処分が出された後，分会の

活動は困難を極めるようになり，その中で『日産旗』に代わって機関紙となったのが

『物を言う』と題された手書きのチラシである。浜賀コレクションには第２号（１９５４

年２月５日）から第１９号（１９５４年４月２４日）までのうちの１１号分が残っている。

また，『物を言う』は１９５４年５月８日には『日産アピール』と改称され，これについ

ては第１号から第１０１号（１９５６年７月１６日）のうち５２号分が収集されている。

また『スクラム』と題されたチラシも２号（１９５４年１１月１８日）から１１号（１９５５

年１月３０日）のうち８号分が保存されている。クレジットは当初，日産分会統一宣

伝部であったが６号で日産自動車分会となり，それ以降は日産分会となっている。
ママ

熊谷・嵯峨（１９８３，p.３０１）には「五四年二月からはじめた『物をいう』と題する

第一号ビラは『日産アピール』と改題されて五五年六月中旬まで通算七四号を発行し

つづけた」とあり，これら日産争議敗北後に出された日産分会側のチラシが存在する

ことについては知られていたが，現物が残存しているかどうかは不明であった。研究

自体がほとんど行われていない日産争議敗北後の日産分会や職場の状況を現代に伝え

る貴重な文書である。なお，同書では『日産アピール』の終刊を１９５５年６月中旬と

しているが，浜賀コレクションに残されている資料に基づくならば，日産分会解散直

前の５６年７月まで発行されていたことになるし，また『物を言う』，『日産アピール』

以外のチラシが存在していることが明らかになったことも留意されてよいであろう。

�支部関連の機関紙：日産分会の支部関連の機関紙としては静岡県吉原市（現富士

市）にあった吉原工場の分会支部である吉原支部が発行していた『吉原ニュース』が

（９） 東京大学社会科学研究所と浜賀コレクションに所蔵されている『日産旗旬報』のうち，
両者が重なる期間（１９４８年９月１日５４号～１９５２年９月１日１７３号）のもので，欠けて
いるのは６号分（５６号，５７号，５９号，６７号，９５号，１６９号）となる。
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９号分残っている。うち１号分を除いては，全て１９５４年の復刊第１号から第９号で

ある。また厚木工場の厚木支部や鶴見工場のチラシもそれぞれ１部収集されている。

争議敗北後，支部においても活動が続けられていることを知る貴重な資料である。

機関紙以外の内部文書や，職場で回覧に供されていた資料としては，次のようなも

のがある。

�１９５１年文書：１９５１年９月から１２月にかけて分会内部で回覧されていた資料を

集めたもの。団交の記録を職場につたえる「情報」「速報」などを中心に３０弱のチ

ラシ類が残っている。

�１９５２年綴り：１９５２年１０月から翌年１月までの組合回覧文書等を綴じたもの。

浜賀氏が所属していた工具課で回覧し，当時職場委員であった浜賀氏が保管するた

めに綴じたものである
�
。「ブロック討議メモ」，「工具課におけるクレーム」など当

該部署の組合会議での議論を記録したものも挟まっている。この１９５２年綴りは，

全自が賃金原則を出し，同一労働同一賃金を求めて経営側に攻勢をかけていた時期

の争議の記録を残しているがゆえに非常に重要な資料となっている。

全自組織部による「闘争の方針」は賃金原則をいかに具体化していくかを職場に

指令した文書であるとともに，それを日産内部で具体化し分析した「職場討議資料

について」などは，賃金原則に基づく賃上げ闘争がどのような形で展開されようと

していたのかを知るうえで重要な資料となる（吉田，２００４ab，２００５）。また団交の

結果を職場に伝える「情報」と題されたチラシは，『日産旗旬報』や『全自動車』な

どの機関紙よりも詳しく交渉経過を伝えている。プレミアム賃金について解説した

「プレミアム制度に就いて」と題された工具製作課の文書は，これまで様々な誤解

があったプレミアム賃金の概要を的確に伝えた文書である（吉田，２００６b）。この

ように，この綴りは全自および全自日産分会がその活動の頂点において目指してい

たこと，およびその闘争の具体的あり方を知るうえで貴重な資料が満載されている

ものであり，浜賀コレクションの核となる資料である。

�１９５３年文書：浜賀氏が１９５３年のものとしてまとめておいた資料からなる。日

（１０） 浜賀氏からの聞き取りによる（２００３年５月１４日）。
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産争議中および争議後の日産分会のチラシ等が中心となっている。１４部と資料の

量は少ないが，９月初め時点で第二組合に移った者をリスト化した「脱退届人名表」

や，５３年１２月の弾圧以降分会組合員が配転攻撃をかけられどこに移動したか不明

になったために，その現状を把握しようと調査した「職場移動調査票」のフォーマッ

トも残っており興味深い。

�１９５４年文書：浜賀氏が１９５４年頃のものとしてまとめていた資料である。全部

で８部と量は少ない。１９５４年の合理化に対する反対書や，全自動車岩満委員長へ

の日産分会からの申し入れ等からなるが，日付が不明なものもあり，中には１９５３

年頃のものと考えられる資料も混在している。

�「低賃金，管理賃金に対する私の抗議書」：１９５２年秋の賃上げ闘争の際に，日

産分会は組合員に現在の低賃金の現状，賃金制度への不満等を書かせ，賃上げの必

要性を会社側に訴えるための材料とした。３通作成し，「一通を職場委員長，一通

を組合へ，一通を会社へ出」したことが明らかになっているが
�
，当時工具製作課鍛

造型仕上げ班の職場長であった浜賀氏が保存していた同職場１７名の抗議書が残っ

ている。賃金額のみならず，性別，年齢，勤続年数，経験年数等の個人データも記

載されており，当時の職場における賃金制度や賃金額への具体的不満を知ることの

できる貴重な資料である（吉田，２００４b）。

�『続明日の人たち』：１９５４年に出版された小冊子。後述するグループ活動や組

合分裂に対する見解などについて，分会残留者が執筆している。続と付いているの

は，分会長の益田哲夫（１９５４）『明日の人たち』が先に出版されており，その続刊

を意図して出版されたため。管見するかぎり，所蔵する図書館もなく非常に貴重な

本である。なお，益田の手による『明日の人たち』も浜賀コレクションには所蔵さ

れている。

�冊子類：冊子としては１９５２年春の賃上げ闘争の記録『職場討議資料：激斗四

十日日産賃上斗争の分析』，１９５３年の賃上げ闘争に向けた『賃金闘争方針案』のほ

か，争議敗北後に発行された有名な『自己批判書（案）』
�
などがある。また日産分

（１１） 全自日産分会『日産旗旬報』１７５号（１９５２年１０月４日）。

－130－ 香川大学経済論叢 １３０



会そのもののクレジットとはなっていないが，１９４９年の人員整理をめぐる争議の

なかで発表された『闘争詩集第二篇
�
』（日産自動車労働組合横浜支部・日産文学サ

ークル），１９５３年争議では『日産の歌ごえ 第一集 詩集 工場防衛』（日産の斗

いをえがく会），『闘争詩集有刺鉄線』（全自日産分会内有刺鉄線編集委員会）など

の闘争時に作成された詩集もある。戦後の労働者の文化活動を知る手掛りとなる資

料ではないだろうか。

�その他ビラ：１９５３年以降の全自日産分会のクレジットの入ったビラが残って

いる。第二組合との間で生じた融資返済問題についてのビラ等からなる。

Ｃ．日産分会の職場グループ

日産分会は１９５３年１２月の会社による弾圧後，分会員が配置転換で散り散りとな

り，誰が残留しており，誰が第二組合に移ったのかさえわからなくなり，職場での活

動が困難になる。こうした状況のなか，分会残留者たちが手探りで職場内に残留者を

見つけ出し，職場外で話し合いの場をもちはじめる。これがグループ活動となって分

会再建のための活動と位置付けられることになる。

こうしたグループのなかでチラシを作成し，配布したグループもある。『クランク』

と題されたチラシがそれにあたり，１号（時期不明）から１７号（１９５５年７月１１日）

まで浜賀コレクションには残っている。クレジットとしては「日産ひさご会」，「日産

の仲間」，「日産の仲間の会」が用いられるか，無記名となっている。なお，『クラン

ク』については，日産労組（１９５６）は分会内共産党系グループが発行していたとして

いるし，また浜賀氏は自身が『クランク』の編集長であり，日産労組の指摘は間違っ

（１２） 全自日産分会の『自己批判書（案）』は所蔵している機関も多く，また体系的かつ比
較的詳細に１９５３年の争議の記述がなされているために，従来の研究においては最も活
用されてきた資料の一つである。例えば，熊谷・嵯峨（１９８３）に掲載されている年表（p.
p.２２０～２４１）については，この『自己批判書（案）』の引き写しである。しかし，当事
者の証言（飯島光孝氏，浜賀知彦氏）によると，実際には当時分会長の益田哲夫が短期
間に一人で書きあげ，組織内部でなんらの討議を経ないままに突然発表された文書であ
るとのことである。それゆえ，その内容については吟味する必要がある。

（１３） 第１篇となる『闘争詩集』については元日産分会員である近藤京氏が所持されている
ことが判明している。
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ていないことを認めている。

なお，クレジットの入っていない『解放旗』と題したチラシも１号（１９５５年３月

２３日）から３号（１９５５年４月２７日）が残っている。浜賀氏によるとこれは共産党日

産細胞が発行していたものとのことである。また同様のものとしては労働問題研究会

名で出された『自動車労働者』２号が残っている。これらの資料は，日産労組の覇権

が確立していく過程で，左派活動家の抵抗活動を記録したものとして意義を有してい

ると考えられる。

Ｄ．全自他分会

全自の他分会の資料については３４部ほど収集されている。最も多いのがいすゞ自

動車分会の資料で，７部である。いすゞ分会の機関紙『いすゞ労報』が２部，あとは

日産争議時および翌年に日産の労働者に対して撒かれたビラである。次いでトヨタ自

動車分会で，１９５４年の融資問題をめぐり日産分会と対立関係に入った時期のものが

多い。残りの他分会クレジットの資料は自動車部品関連企業の分会による支援ビラで

ある。

Ｅ．会社側文書

会社側の文書として浜賀コレクションに残っているものは，社内報『ニッサンニュ

ース』と，争議中に従業員に郵送された「従業員各位」もしくは「従業員並びに御家

族の皆様へ」などと題された文書類が主となる。

日産の社内報である『ニッサンニュース』は３３部収集されている。最も古いもの

は No.８（１９４８年１２月１日）であるが，日産争議以前のものは６号分にすぎず，１９５４

年４月以降１９５７年３月までが主となる。社内報が外部に公開されていることは少な

く，日産争議終了後，新しい人事制度を模索している時期でもあることを考えると，

資料的価値は大きい（吉田，２００７，第８章）。

争議時に従業員に対して郵送された文書は，工場閉鎖通知や工場再開の通知を入れ

ると２９にのぼる。うち１９５２年春の賃上げ争議時が３部，同年秋が１部であり，残り

２５部は１９５３年の争議時に郵送されたものとなっている。クレジットは１３が弘報
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班，１１が当時の社長浅原源七，残りが人事部，人事部長となっている。会社側の情

宣活動がどのように行われ，また争議についての会社側の態度を知る貴重な資料と

なっている（吉田，２００７，第４章）。

これら以外の会社側の資料としては，１９５５年に作成されたパンフレット『かいせ

つ提案制度』や，日産労組との経営協議会の開催状況を伝える『経協ニュース』７号

分（１９５５年６月から１９５７年７月）などがある。前者は後の改善活動や QC活動との

関係を考察するうえで重要な資料となろうし，後者は「相互信頼」に基づく新しい労

使関係がどのように展開しているのかを示す資料となっている。

Ｆ．日産労組関係文書

日産労組関係の文書としては，綱領等の組織文書，大会議案書，冊子，ビラからな

る。また同労組が１９５５年に創立することになる日本自動車産業労働組合連合会（自

動車労連）の機関紙『自動車労連』も収集されている。綱領等の組織文書は分裂直後

の頃のものが多い。「基本綱領」，「当面の運動方針」，「勤労秩序の確立 躾」などの

内部文書，「全自動車日産分会を脱退するに到つた経過を述べ分会組合員全員の良識

に訴える」などの情宣文，また争議中であったため会社との交渉結果を伝える「情報」

などの文書が残っている。大会議案書については，第２回大会（１９５４年）から第４

回大会（１９５５年）の３回分が集められている。

冊子には『賃金四原則』，『旧日産分会白書』などがある。前者は全自の賃金原則に

対抗する形で作られた政策文書であり，両者を対比することで２つの組合の違いが鮮

明になる（吉田，２００６a）。後者の冊子はほぼ瓦解した日産分会についての情勢分析

をおこなった冊子であり，日頃，分会を「共産党」として誹謗していた日産労組であっ

たが，分会が益田派と共産党派に分裂しているとの分析を行っている。

ビラについては，『真実を訴える』と題したビラが第２号（１９５３年１０月２日）か

ら第２５号（１９５４年１月１９日）までのうち１７号分，『真実を語る』と題したビラが

１号（１９５４年４月７日）から１４号（１９５４年６月９日）までのうちの５号分，『復興

ニュース』が２号（１９５４年７月２７日）から１０５号（１９５６年１２月２９日）までのうち

の５７号分残っている。
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最後に，自動車労連の機関紙『自動車労連』は創刊号（１９５５年２月２８日），２号

（１９５５年４月２０日），１７号（１９５６年９月１５日）の３号分しか収集されていないが，

特に１７号は１９５６年の日産分会解散を報じたものであり，日産分会が解散に到るまで

の経緯を伝える唯一の資料となっている。

日産労組については，公表された組合史があるわけではなく，これまでほとんど研

究されていないといっても過言ではない
�
。数量的には限られるとはいえ，初期の日産

労組の組合活動のあり様を伝えるこれらの資料は，日産労組（１９５４，１９５８
�
），宮家

（１９５９）などと並んで，貴重なものである。

Ｇ．その他団体文書

他団体の文書の多くは１９５３年の争議時に，鉄鋼労連，炭労，共産党など全自の友

好団体が配布した激励ビラやチラシである。全労働省労働組合や全農林省労働組合な

ど，公務員の労働組合からの支援ビラもみうけられる。分会に反対する立場としては

日産赤化防止同盟の「目覚めよ�組合員諸兄�こういう事実を知つて居ますか？」と

いうビラが残っている。

また神奈川県地評，神奈川地区労などの地域団体の機関紙，全損保，全石油などの

組織の機関紙も若干ではあるが残っている。

お わ り に

以上見てきたように，浜賀コレクションには非常に貴重な文書が多数含まれてい

る。現在のところ，全自および全自日産関係のまとまった資料としては，東京大学社

会科学研究所所蔵「全自動車（原田）資料」および「日産争議（１９５３年）資料
�
」，メ

リーランド大学所蔵プランゲ文庫，神奈川県公文書館所蔵の神奈川地方労働委員会資

料
�
，労働政策研究・研修機構の「高野実所蔵文書」

�
等しか確認されていないなかで，

（１４） ジャーナリストによるノンフィクションとしては，Halberstam（１９８６＝１９８６），青木
（１９８０，第７～８章）などがないわけではない。

（１５） 日産労組（１９５８）は，神奈川県立図書館郷土資料室に所蔵されている。この本には，
少数派組合に転落した日産分会が行っていた「週一回の大会」（全自動車日産自動車分
会『これからの行動について』１９５４年１０月１２日）の写真が掲載されている。
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浜賀コレクションの持つ意味は大きい。全自および全自日産分会の研究においては必

ず参照されなければならない資料であるし，日産自動車の企業史研究においても欠か

せない資料であるいえよう。

また，筆者自身の力量不足のために確実なことは言い難いが，日産の労使関係史お

よび経営史研究のみならず，労働者文化史，地域運動史，自動車産業史においても参

照されるべき資料を多分に含んでいるとみてよい。詳細な目録が完成した暁には，広

く関係者の利用に供することで，多様な研究への接続が期待される。

他方，浜賀コレクションの多くは，終戦直後に作成されたものばかりということも

あって質の悪い紙を用いた資料も多く，２００３年に借用した時点で，崩壊しかけてい

る資料も散見された。今後，専門機関と連携して適切な資料の保管・管理が望まれる

ところである。また筆者が複写したものについても，浜賀氏の許可を得たうえで，公

開できるかどうか検討していくことになろう。従来のように，マイクロフィルム，マ

イクロフィッシュ化するのではなく，JPEGや PDFなどの汎用的なフォーマットに電

子化して保存し，それをインターネット上で公開するというのも現実的な選択肢の一

つとして考えられる。今後，専門家諸氏の指導や助言を仰ぎながら，その方法を検討

していきたい。

（１６） 東大社研の所蔵文書についての概略については日本争議史研究会（１９９１，p. p.４３６～
４３８）を参照せよ。なお，この中で指摘されている「高梨昌教授所蔵資料」は，高梨氏
（信州大学名誉教授）によると，日本労働政策研究・研修機構に移管されているとのこ
とである。筆者は同機構において現物が存在することを確認することができたが，未整
理で目録も作成されていない。

（１７） 神奈川地方労働委員会資料については，１９５３年争議をめぐる処分について全自日産分
会が地方労働委員会に提訴した際の審問の記録である。神奈川地方労働委員会に「放置」
されていたものを，上井喜彦氏（現埼玉大学学長）が整理し，神奈川県立図書館に移し
たものである（上井氏談）。その後，長らく行方がわからなくなっていたが，現在，神
奈川県公文書館に所蔵されていることが判明している。

（１８） 労働政策研究・研修機構が保有する「高野実所蔵文書」のなかに「全自動車」と題さ
れたチューブ・ファイル２冊が存在している。筆者はまだ精査できていないが，相当貴
重な資料も含まれていることは明らかである。なお，この「高野実所蔵文書」は信州大
学経済学部が収集したものが，同機構の前身である日本労働研究機構に移管されたもの
である。目録としては信州大学労働問題研究室（１９７６）および神林・荻窪（１９７９）が公
表されているが，１９５１年頃までのごく一部の文書に限られている。労働政策研究・研修
機構が目録を作成・公表しているかどうかについては不明である。
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本稿は平成２１年度科学研究費補助金（基盤研究 C 課題番号２１５３０５３１「戦後初期
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